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公共施設の老朽化が進み、修繕の頻度とそれに
伴う支出が増えている。長寿命化計画を立てても、
資材費や労務費等の高騰で修正を迫られる。技術
職員や財源の不足で対応に窮するケースも多い。
統廃合を検討しなければならないが、地元の合意
形成が難しい。市区町村が保有する公共施設の約
３分の１を占める学校施設はその典型だ。

高齢者は減らず税収と人手は大きく減る
今後25年を考えると、少子高齢化には変わりな

いものの、自治体財政の観点ではやや違う風景が
見えてくる。図１は、少子高齢化が深刻な地方部、
具体的には首都圏１都３県と大阪・愛知・福岡を
除いた40道府県の2050年の将来推計人口を年代別
に2025年推計値と比較したものである。数の上で
は高齢人口がピークアウトする。介護需要の急増
が目下の状況だが、医療や介護の施設需要は25年
後までには一服する。介護年代に入った団塊世代
が団塊ジュニアに置き換わると考えればわかりや
すい。約４割が認知症になる85歳以上の年代が増
えるという問題は別にある。
25年後の問題は高齢化に伴う支出増ではなく、
財政を支える現役世代が減少することである。高
齢化で増えた財政需要は25年後もそれほど減らな
いにもかかわらず、財政収入は大きく減ることが
問題だ。人手不足も深刻さを増す。団塊世代が年

金年代に入る2010年代半ば以降に人手不足が加
速したが、団塊ジュニアがリタイアする時代には
代わりとなる世代がいない。

将来負担は建設費だけでない
図１からわかるように、少子化に歯止めがかか
らなければ、５～14歳の義務教育年代は約３分の
２まで減少する。学校施設の需要も同じように減
少するだろう。統廃合の必要性はともかく、住民
に思い入れがあり、子どもに関わる学校施設には
特に丁寧な合意形成が求められる。ポイントの１
つ目は、将来の需要減少と財源を定量的に見積も
り、説明を尽くすことだ。
統廃合してもコスト節減幅は大きくない、とい
う説もある。公立病院や上下水道にもいえること
だが「規模の経済性」の得意分野はサービス提供
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地方部における2050年の年代別人口図１

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年
　　　推計）」から大和総研作成
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量が増えても同じようにコストは増えない間接費
である。直接費は統合前のサービス水準によって
は増えることもあり、この場合、運営コストは統
合前後で大きく変わらない。統廃合のコスト効果
は、統廃合しなければかかっていた更新コストと
比べた計算上のものである。目の前のコストでは
なく将来のコストの削減なので理解されにくいが、
これが重要なのは財政問題が将来の収入減だから
だ。将来負担は極力回避しなければならない。
合意形成の２つ目のポイントは将来負担を説明

することだ。「総事業費」と称して更新にかかる
建設費を説明するケースを見かけるが、将来負担
の観点では耐用年数にわたる維持管理費も含めな
ければ不十分である。仮に耐用年数が50年の場
合、建設費の50分の１を維持管理費として加えれ
ば将来負担額は建設費の倍になる。また、将来負
担を示すのに債務残高を使うこともあるがこれも
不十分である。この場合の債務残高とは施設整備
にかかる借り入れのものだ。正確には、耐用期間
にわたる維持管理費を元利返済とみなし、ここか
ら逆算して求めた「当初借入額」を加算する必要
がある。要するに、耐用期間にわたる収支予定表
を現在価値に還元したものが維持管理費を反映し
た真

・
の
・
債務残高すなわち将来負担額だ。

財政制約と優先順位の共有が必要
３つ目のポイントは、施設整備に回せる財源の

上限を認識することだ。フリーキャッシュフロー
（FCF）の範囲に収めることが企業経営における
設備投資の原則である。自治体財政でいえば、建
設事業費を行政活動によるキャッシュフローの範
囲に収めることとなる。財務省が財政診断に使う
行政キャッシュフロー（CF）計算書は、財政悪化
を引き起こさない建設事業費の上限を示している。
図２は長野県上田市の決算数値を例に、行政

CF計算書の体系における建設事業費の位置を示
したものだ。まず行政支出とは、人件費、物件費
をはじめ行政機能の維持に必要な支出である。住
民等に給付する扶助費や補助費等も含まれる。こ
うした支出の財源となる、地方税や地方交付税、

経常的に入る国庫補助金等が行政収入である。行
政収入と行政支出の差が行政収支で、企業でいう
営業キャッシュフローにあたる。これがFCFで、
純額ベース、すなわち国等の補助金が充当される
部分を除いた建設事業費の財源となる。純額ベー
ス建設事業費を行政収支の範囲に抑制できれば、
さらにその余剰（図中の「収支過不足」）を地方
債現在高の削減あるいは積立金等の積み立てに回
すことができる。抑制できなければ資金不足が生
じ、地方債現在高を増やすか、積立金等を取り崩
すかの手当てをしなければならない。
まず、企業会計の様式で自治体財政を開示する
ことが施設廃止の合意形成の土台となる。財源に
は限りがあること、25年先を見通すと歳出はさほ
ど減らないにもかかわらず税収は大きく減ること
への共通理解を得るためだ。次に、学校施設に限
らず公共施設の要不要を二者択一で問われればす
べて「必要」となる。すべて必要なのは当然であ
る中で、どれがよ

・
り
・
必要か順位づけをしなければ

ならない。指針となるのが「経営ビジョン」だ。
逆にいえば、経営ビジョンは福祉、経済振興、イ
ンフラ整備など様々な課題のうち何に重みを置く
かの選択基準として機能しなければならない。
施設廃止の合意形成には財政制約と優先順位の
共有が前提だ。優先順位の設定に経営ビジョンが
欠かせないことを考えると、施設廃止の検討こそ
行政経営の神髄といえないか。葉隠風にいえば
「経営は捨てることと見つけたり」である。� G

行政キャッシュフロー計算書の体系の中の
建設事業費（上田市 2020年度）

図２

出所：総務省「地方財政状況調査」から大和総研作成
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